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物品調達等及び委託役務 



４ 日程等 手 続 き 等 期 間・期 日 等 場 所 ・ 留 意 事 項 ア 公告日 平成３０年１月２５日  東広島市ホームページに掲載及び東広島市総務部契約課（契約担当課）で閲覧に供する。  閲覧場所は「６問い合わせ先（契約担当課）」に記載のとおり。 イ 仕様書及び見本等閲覧期間 平成３０年１月２５日～ 平成３０年２月１５日  東広島市ホームページに掲載及び契約担当課で閲覧に供する。  見本等の有無 ： 無 ウ 同等品確認期間（物品の買入れ及び借入れに限る）     同等品で応札する場合は、同等品規格確認票（東広島市物品調達等及び委託役務競争契約入札心得（平成２１年東広島市告示第８３号。以下「入札心得」という。）別記様式第２号（第４条関係））により発注担当課へ持参またはファックスすること。ファックスする場合は、その旨を発注担当課へ事前に電話連絡すること。  なお、同等品確認に対する認定のない同等品での応札は認めない。同等品規格確認票の提出先は、「オ 質問書提出期間」に記載の発注担当課とする。 エ 同等品確認回答閲覧期間   東広島市ホームページに掲載及び発注担当課で閲覧に供する。 オ 質問書提出期間 平成３０年１月２５日～ 平成３０年２月１日 （午前 8時 30分～午後 5時 15分） 質問書は、本市所定の様式（東広島市物品調達等及び委託役務競争入札心得 （平成２１年東広島市告示第８３号）別記様式第１号（第４条関係））により発注担当課へ持参またはファックスすること。ファックスする場合は、その旨を発注担当課へ事前に電話連絡すること。   都市整備課（発注担当課）  東広島市西条栄町８番２９号（本庁本館８階）  電話番号 082-420-0955  ／ファックス番号 082-421-5280  質問書提出期間終了後の質問は受け付けない。  質問書の様式は東広島市ホームページからダウンロードできる。 カ 回答書閲覧期間 平成３０年２月６日～ 平成３０年２月１５日 東広島市ホームページに掲載及び発注担当課で閲覧に供する。 キ 入札期間 平成３０年２月１３日～ 平成３０年２月１４日 （午前 8時 30分～午後 5時 15分） 入札場所   東広島市総務部契約課（契約担当課）   東広島市西条栄町８番２９号（本庁本館４階） 入札書は入札期間内に総務部契約課に持参して入札箱に投入すること。 初度の入札書は、入札の権限を有している者が記名押印し、使用印鑑として本市に届け出ている印鑑を押印すること。（ただし、入札書に記載した日付以前に作成された委任状の同封・提出がある場合を除く。） 特別の事由により郵便により入札書を提出しようとする者は、東広島市物品調達等及び委託役務条件付一般競争入札公告共通事項細則に定めるところによるものであること。 ク 開札日時 平成３０年２月１５日 午前 10時 50分 開札場所 入札室（東広島市西条栄町８番２９号 本庁本館４階） 開札の結果、予定価格の制限の範囲内の価格をもって有効な入札がないときは、開札日の翌日以降に再度の入札（１回目）を実施するものとする。再度の入札（１回目）は、開札の立ち会いの有無に関わらず初度の入札参加者全員が参加できるものとする。  再度の入札（１回目）を実施する日時、場所等の詳細は初度の入札に参加した者に対してファックスにより通知を行う。  再度の入札（１回目）の結果、予定価格の制限の範囲内での入札がなかったときは、直ちに入札会場で再度の入札（２回目）を行う。  再度の入札は、２回目まで行う。  ５ 資格要件確認資料の提出 本案件は、入札に参加する者に必要な資格を確認するために必要な資料（以下「資格要件確認資料」という。）の提出を求めない。  （１）提出書類 書類の区分 提出書類 （○印） 備考 ア 入札参加資格確認申請書  様式は、東広島市ホームページからダウンロードできる。 イ 入札参加資格要件総括表  ウ 誓約書  エ 配置予定技術者届出書  オ 履行実績確認表  カ 履行実績証明書（物品・委託役務）  キ 法令等による登録等を確認するための資料   ク その他   （２）提出部数は、１部とし、提出した資格要件確認資料は、返却しない。 （３）提出期限   （４）提出先 「６ 問い合わせ先（契約担当課）」のとおり。 （５）その他 入札参加者は、資格要件確認資料を指定された提出期限までに提出できるよう事前に準備しておくこと。 資格要件確認資料の作成及び提出に要する費用は、提出者の負担とする。 資格要件の審査のために必要があると認めるときは、期限を定めて資格要件確認資料の補正や追加資料の提出を求めることがある。 資格要件確認資料に虚偽の記載をした者に対しては、指名除外措置を行うことがある。  ６ 問い合わせ先（契約担当課） 総務部契約課 物品役務係 東広島市西条栄町８番２９号（本庁本館４階） 電話番号 ０８２－４２０－０９３０ ファックス番号 ０８２－４３１－００７７
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平成 30～36年度 龍王島自然体験村自動体外式除細動器（ＡＥＤ）賃貸借 

仕様書 

 

 

１ 賃貸物品 

（１）品名及び数量 

自動体外式除細動器（ＡＥＤ） １台 

 

（２）付属品 

   ① ＡＥＤ収納ボックス １台 

本体１台に付属する装置等は、次のとおりとする。 

② 成人用電極キット（電極パッド×２組） １個  

③ 小児用電極キット（電極パッド×１組） １個 

（本体機器で小児用に切り替える等、成人用で代用可能な場合は、不要とする。） 

④ バッテリー １個 

⑤ 救急セット １式 

（ディスポタオル、はさみ、脱毛テープ又は安全カミソリ、感染防止用手袋、

人工呼吸用マウスシート） 

⑥ ＡＥＤ専用キャリングケース １個 

   ⑦ 取扱説明書 

 

２ 機器の規格・性能 

（１）本体及び付属品の規格 

① 納入する機器及び付属品は、新品に限る。 

② 波形は、二相性波形であること。 

③ 日本蘇生協議会ガイドライン２０１５に準拠し、かつ薬事法上の承認を得てい

ること。 

④ 電気ショックエネルギーは、常に２００Ｊ以下であること。 

⑤ 心電図リズムの解析で、ショックの要／不要の判断が可能な機能があること。 

⑥ ＡＥＤの作動２回目以降、解析から電気ショックの可否の指示まで１０秒以内

で判断できる機能を有していること。 

⑦ 電気ショックが必要であると判断した後も、傷病者の心電図波形が戻った時に

は、電気ショックを自動的にキャンセルできる機能があること。 

⑧ 納入機器は、リコール対象ではない機器であること。 

⑨ 機器本体の耐用期間と同期間若しくは賃貸借期間以上とする。 

⑩ バッテリーは、非充電式で、待機状態で４年以上の寿命が確保出来ること。 

⑪ バッテリーが装填されている状態での機器重量が１．６ｋｇ未満であること。 
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⑫ 予備成人パッド等は、保管時に機器本体と同一ケース内に収納して、一元管理

保管ができること。また、小児パッドは専用収納袋などに収納し、専用キャリン

グケースに連結し保管できること。 

 

（２）自己診断機能 

① ＡＥＤ本体が緊急時に使用出来るよう自己診断機能を有し、以下の（ア）～（エ）

については毎日、（オ）については１か月に１回以上のセルフテストを行っている

こと。 

ただし、（ウ）（エ）のテストは機器本体に接続されたパッドが対象であり、予

備のパッドは対象外とする。 

（ア）バッテリー残量 

（イ）機器内部回路 

（ウ）電極パッドの導通テスト 

（エ）パッド粘着ゲル抵抗値テスト（除細動パッドの抵抗値を測定し、パッドのゲ

ルの水分量を評価し、除細動パッドが使用できるかどうか確認する機能） 

（オ）スピーカー、ショックボタンのテスト 

② 自己診断の結果、異常があった場合はアラーム音、光の点滅等、音や外観で知

らせ、更にボタンを押す、蓋を開ける等、簡単な操作を行うことで、異常箇所を

日本語音声で知らせる機能があること。 

 

（３）コーチング機能 

① 音声ガイダンスは、日本語であること。 

② 操作誘導は音声にて誘導し、操作者のペースに合わせ誘導が進む方式であり、

操作に手間取った時等に再誘導を行う方式であること。 

③ 幼児、乳児等にも対応するため、小児用パッドの交換は簡便にでき、小児用パ

ッドが装填されたことを音声で伝え、貼付け場所を音声で指示する機能があるこ

と。音声指示は、機器本体内部で小児モードに切り替える機能があり、簡単な操

作で切り替えができる機器でも可とする。 

④ 胸骨圧迫位置の指示などを含めた心肺蘇生法の手法を救助者に日本語音声で具

体的に誘導する機能があり、圧迫のリズム音が出ること。 

 ※心肺蘇生の手法を具体的に誘導する機能とは、音声により胸骨圧迫の手法（圧

迫部位、圧迫の手法、圧迫の強さ）、圧迫の速さ（リズム音）、気道確保の手法、

人工呼吸の吹き込み指示等を具体的に誘導する機能をいう。 

 

３ 納入場所 

    龍王島自然体験村 

        東広島市安芸津町風早６５０番地４１ 
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４ 賃貸借期間 

  平成３０年４月１日から平成３７年３月３１日まで（８４か月） 

  （地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３４条の３長期継続契約に係る物品賃

貸借契約） 

 

５ 納入期限 

  平成３０年３月２６日（月） 

 

６ その他 

（１）賃貸借期間中に通常使用で故障し、または製品自体の不具合が認められた際には無

償（部品代金を含む）で修理又は交換を行うこと。また修理完了までは同等の代替品

を提供すること。 

（２）定期的に交換を必要とする消耗品（電極パッド、バッテリー等）については、期限

切れ前までに設置場所に訪問し交換作業を行い、次回交換時期を明記するとともに、

機器が正常に作動することを確認すること。なお、事故発生使用における消耗品は、

別途賃借人の負担で購入する。 

（３）納入するＡＥＤ本体が自己診断の結果の異常を光の点滅等、音や外観で知らせる機

種の場合は、収納ボックスの扉を開けることなく覗き窓から機器の作動状態（シグナ

ル等）が確認できること。  

（４）ＡＥＤ収納ボックスは自立式タイプでメーカーの規格にあった製品であること。 

   ＡＥＤ本体収納部は、扉を開けるとアラーム（音量８５ｄｂ以上）が鳴り、メンテ

ナンス時に鍵を使用してＯＮ／ＯＦＦができ且つ、アラームＯＮで鍵の取り外しがで

きる機能であること。 

また、ＡＥＤ収納ボックスの取付けにかかる全ての費用は入札額に含めること。 

（５）納入日時は、事前に賃貸人の了解を得ること。 

（６）納入場所までの渡航費は賃貸人の負担とする。 

（７）機器の納入について、梱包等の不要な物は引き取ること。 

（８）ＡＥＤの納入後は、速やかに担当職員等を対象に説明会を実施し、取扱いに係る説

明を十分に行うこと。また、当該機器に係る取扱説明書を、当該機器と一元的に保管

出来るようにすること。 

（９）賃貸借期間において、ガイドライン等が変更になり、当該機器では対応が不可能に

なった場合等の不測の事態が生じた際は、遅滞なく賃借人に報告すること。 

（10）使用方法等の照会については、随時相談に応じること。 

（11）動産総合保険に加入する等、賃貸借期間を通じて盗難や破損等に対応できるように

すること。 

（12）消費税法（昭和６３年法律第１０８号）及び地方税法（昭和２５年法律第２２６号）
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の改正による改正後の消費税率及び地方消費税率が適用されることとなる区分におい

ては、その相当額分について、契約締結後の適当な時期に、協議により契約金額の変

更を行う。 

（13）本仕様書に定めがない事項は、賃貸借人双方で協議するものとする。 

 

７ 問い合わせ先（発注担当課） 

東広島市都市部都市整備課公園係  

ＴＥＬ：（０８２）４２０－０９５５（直通） 

ＦＡＸ：（０８２）４２１－５２８０ 


